
北海道太平洋沿岸赤潮被害対策に関するロードマップ
R5年度 R6年度 R7年度
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※R5以降については、国の動向等を踏まえて検討を進める。
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被害全体像の把握と算定

赤潮発生後、1年間の

漁獲動向を踏まえ算定

【ウニ等】

潜水士による調査

漁業活動での把握

（ウニ、サケ等）

【ツブ等】

水中ROVによる調査

全道16海域
ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ体制

の構築

緊急調査

原因プランクトン

濃度等の測定

全道海域における継続的なモニタリングの実施

【被害地域】

原因プランクトン調査等を実施(1回/週)

全道海域におけるモ

ニタリングの

継続

発生メカニズムの解明

赤潮発生メカニズムの解明

発生予察手法の技術開発

発生後２年目以降のデータの活用

（発生メカニズム、予察手法）

ウニ種苗の需給調整

需給調整 調整 調整

モニタリングや試験研究と連動した被害軽減対策の検討

増養殖技術の開発検討

種卵の需給調整

赤潮発生時の対応に関する迅速な周知

被害軽減につながる対応等の周知を検討

実施中・実施予定の取組 協議・検討を要する取組

環境・生態系保全緊急対策事業による漁業者等が実施する取組

漁
場
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の
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移植放流

移植放流の検討
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潜水・漁具によるタコ・ツブなどの被害状況調査 潜水・漁具による漁場状況観察

種苗を活用した調査

種苗を活用した調査 種苗を活用した調査

種苗等経過観察

・生残率調査

水産多面的機能発揮

対策事業による取組

藻場・干潟の保全等

資金の融通

漁業振興資金「特別資金」による支援 漁業近代化資金の優先承認

漁業近代化資金の償還猶予 要望を踏まえ検討

漁業共済・積立ぷらすの充実強化

うに漁業を始めとする新たな共済制度の構築に向け、 関係者と協議 制度見直しの要請・加入促進

プランクトン発生情報等の迅速な周知

水深別に植物プランクトン濃度等を測定(1回/月)

原因プランクトンの水産生物への影響評価

需給調整

栽培漁業基本計画の海域

別計画において位置づけ

生態の解明を踏まえた増養殖技術の開発検討

水試等と連携した研究や技術の開発

状況に応じて項目を追加

ウニ

ツブ

ツブ等

ウニ

ホタテ

現行制度での漁業共済・積立ぷらすの加入促進

増殖事業の円滑な推進

ウニ養殖 、定置網漁業 等

多様な養殖手法の検討（サクラマス、ウニ）

陸上養殖の事業化に向けた方向性の検討

養殖手法の検討サクラマス

ウニ

【コンブ】

漁期前調査

状況に応じて期間を延長

公共事業等による漁場の整備

魚礁整備による資源の回復ツブ類等

資源状況に見合った操業体制づくりの検討

共同化など経営の効率化に向けた取組の検討

産卵礁整備による資源の回復タコ ・ ツブ類


